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平成28年度 消費者政策の実施の状況

平成28年度 消費者事故等に関する情報の集約
及び分析の取りまとめ結果の報告



目 次

第１部 消費者意識・行動と消費者問題の動向

第１章 消費者事故等に関する情報の集約及び分析の取りまとめ結果等

第１節 消費者庁に通知された消費者事故等に関する情報の集約及び分析の
取りまとめ結果

第２節 消費者庁に集約された生命・身体に関する事故情報等
第３節 消費生活相談の概況
第４節 最近注目される消費者問題
第５節 消費者被害・トラブルの経験と被害・トラブル額の推計

第２章 消費者を取り巻く社会経済情勢と消費者意識・行動

第１節 消費者を取り巻く社会経済情勢
第２節 消費者意識・行動の状況

第３章 若者の消費

第１節 若者の消費行動
第２節 若者の消費者トラブル
第３節 若者の自立支援に向けた取組
第４節 真に豊かな暮らしの実現と若者

資料編 消費者安全法に基づく消費者事故等に関する情報の集約及び分析、消費者庁
の措置等 （略）

第２部 消費者政策の実施の状況
第１章 消費者庁における主な消費者政策

第１節 消費者の安全・安心暮らし戦略
第２節 消費者の安全の確保
第３節 表示の充実と信頼の確保
第４節 適正な取引の実現
第５節 消費者が主役となって選択・行動できる社会の形成
第６節 消費者の被害救済、利益保護の枠組みの整備
第７節 国や地方の消費者行政の体制整備

第２章 消費者政策の実施の状況の詳細

第１節 消費者の安全の確保
第２節 表示の充実と信頼の確保
第３節 適正な取引の実現
第４節 消費者が主役となって選択・行動できる社会の形成
第５節 消費者の被害救済、利益保護の枠組みの整備
第６節 国や地方の消費者行政の体制整備

・本資料におけるＰＩＯ‐ＮＥＴに登録された消費生活相談情報は2017年３月31日時点。
・ＰＩＯ‐ＮＥＴに登録された消費生活相談情報は消費生活センター等での相談受付から登録まで
一定の時間を要するため、相談件数は今後若干増加する可能性がある。

・意識調査におけるＭ．Ｔ．は、回答数の合計を回答者数（Ｎ）で割った比率のこと。
複数回答ができる質問の場合は、通常その値は100％を超える。

特集

1



2016年度に消費者庁に通知された消費者事故等は１万186件

第１部 消費者意識・行動と消費者問題の動向
第１章 消費者事故等に関する情報の集約及び分析の取りまとめ結果等
第１節 消費者庁に通知された消費者事故等に関する情報の集約及び

分析の取りまとめ結果

・ 消費者安全法に基づき通知される「消費者事故等」は、「生命身体事故等」

と「財産事案」に分類される。さらに、「生命身体事故等」は「重大事故等」と

「重大事故等を除く生命身体事故等」に分かれる。

・ 2016年度に消費者庁に通知された「消費者事故等」は、1万186件、 「生命

身体事故等」は2,905件、「財産事案」は7,281件 であった。「重大事故等」

（火災、転落・転倒など）は1,286件。

003○0414_I-1-1-3 消費者事故等.xlsx

図表Ⅰ-1-1-3 消費者安全法に基づき消費者庁に通知された消費者事故等

（備考）　�消費者安全法の規定に基づき、消費者庁へ通知された消費者事故等の件数。
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重大事故等の約８割は「火災」
重大事故等を除く生命身体事故等の約５割は「中毒」

第１部第１章第１節 消費者庁に通知された消費者事故等に関する情報の
集約及び分析の取りまとめ結果

・ 2016年度の消費者事故等をみると、重大事故等では、事故内容が「火災」

のものが約８割を占める。「火災」には、主に自動車や家電製品、スマート

フォン・パソコンなどの電子機器等からの出火が火災につながった事例がみ

られる。

・ 重大事故等を除く生命身体事故等では、事故内容が「中毒」のものが約５割

を占め、「発煙・発火・過熱」が続く。「中毒」のほとんどが飲食店でのノロウィ

ルスやカンピロバクター等による食中毒。

・ 2016年度は、有毒植物による食中毒について注意喚起を実施。

004○0417_I-1-1-4 重大事故等内訳.xlsx

図表Ⅰ-1-1-4 生命身体事故（重大事故
等）の事故内容

（備考）　�消費者安全法の規定に基づき、消費者庁へ通知
された消費者事故等の件数。
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005○0414_I-1-1-6 重大事故等を除く生命身体事故等の内訳.xlsx

図表Ⅰ-1-1-6 生命身体事故（重大事故
等を除く）の事故内容

（備考）　�消費者安全法の規定に基づき、消費者庁へ通知され
た消費者事故等の件数。
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907○0424_I-1-1-5 スマートフォンの焼損の様子.pptx

図表Ⅰ-1-1-5 スマートフォンの焼損の例

（備考）　�写真提供：国民生活センター

本体充電端子 本体シェル（金属製の外郭）

充電器シェル（金属製の外郭）充電器端子

908_I-1-1-7 有毒植物に関する注意喚起.pptx

図表Ⅰ-1-1-7 有毒植物に関する注意喚起

（備考）　�消費者庁公表資料（❷⓪❶❻年 ❹ 月❶❸日）

よく似ている食用植物と有毒植物

ニラ スイセン
[有毒]

ギョウジャニンニク イヌサフラン
（コルチカム）
[有毒]
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財産事案に関する2016年度の消費者安全法に基づく注意喚起は10件

・ 消費者安全法に基づき通知された財産事案について、2016年度は消費者安

全法に基づく事業者名公表の注意喚起を10件実施。

・ 主な事案は、実在する有名な企業の名をかたって消費者を信用させ、有料コ

ンテンツ利用料などの名目で金銭の支払いを請求する架空請求事案、在宅

ワークをさせるとして消費者を勧誘する事案等。

第１部第１章第１節 消費者庁に通知された消費者事故等に関する情報の
集約及び分析の取りまとめ結果

910_I-1-1-10 消費者安全法に基づく注意喚起を行った財産事案例（2016年度）.pptx

図表Ⅰ-1-1-10 消費者安全法に基づく注意喚起を行った財産事案例（2016年度）

手口 具体例

架空請求（ ₃ 件）
実在する有名な企業の名をかたって消費者の携帯電話へショートメッセージサービス（SMS）
等で連絡し、有料コンテンツ利用料の未払料金があるなどとして金銭の支払を請求する。

業務提供誘引販売（ ₄ 件）
ウェブサイトで在宅ワークを希望する消費者を勧誘し、ホームページ作成料等の名目で多
額の費用を支払わせる。

劇場型勧誘（ ₂ 件）
過去の詐欺被害を回復できるともちかけ、外国通貨の買取りを勧誘し、実際の為替レート
の約₂,₉₀₀倍で買い取らせる。

個人情報削除（ ₁ 件）
消費者名義で多額の東京オリンピックのチケット申込みがあるかのように偽り、個人情報
削除の名目で金銭を支払わせようとする。

911_I-1-1-11 架空請求の手口の概要図.pptx

図表Ⅰ-1-1-11 架空請求の手口の概要図

（備考）　�消費者庁公表資料（❷⓪❶❼年 ❷ 月❷❽日）❹

一旦支払えば
後で

返金されます。

コンビニで
ギフト券を買い
その番号を
連絡して。

今日中に
お金を払えば
訴訟を

取り下げます。
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2016年の消費生活相談件数は88.7万件、引き続き高水準

・ 2016年の消費生活相談件数は、88.7万件。

・ 2015年を下回ったものの、依然として高水準。

・ 情報化が幅広い年齢層に一層広がり、インターネット利用等の情報通信に関

する相談が増加。

・ 架空請求に関する相談は7.7万件と、前年並みであるが、５年前に比べ増加。

第１部第１章第３節 消費生活相談の概況

023○0407_Ⅰ-1-3-1 消費生活相談件数の推移.xlsx

図表Ⅰ-1-3-1 消費生活相談件数の推移

（備考）　 ❶．�PIO-NETに登録された消費生活相談情報（❷⓪❶❼年 ❸ 月❸❶日までの登録分）。
　　　　 ❷．�❶❾❽❹～❷⓪⓪❻年度は、国民生活センター「消費生活年報❷⓪❶❻」による「年度」データを集計。❷⓪⓪❼～❷⓪❶❻年は「年」データを集計。
　　　　 ❸．�「架空請求」とは、身に覚えのない代金の請求に関するもの。❷⓪⓪⓪年度から集計。
　　　　 ❹．�❷⓪⓪❼年以降は経由相談のうち「相談窓口」を除いた相談件数を集計。
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人口当たりの消費生活相談件数は20歳代、30歳代では減少

・ 人口1,000人当たりの消費生活相談件数の推移をみると、20歳代では2007年の

10.8件から2016年は6.2件へ減少、30歳代は2007年の11.5件から2016年には7.1

件へ減少。65歳以上の高齢者では、2007年の5.5件から2016年には7.1件に増加。

・ 若年層の減少については、キャッチセールス等に関する相談の減少や、「アダルト

情報サイト」に関する相談の減少（P.14参照）等が影響しているとみられる。

・ 高齢層の増加については、高齢者を対象とした詐欺的手口等のトラブルが増加し

ていることに加えて、早めの相談を促す啓発活動や、高齢者に対する見守り体制

の強化で相談の掘り起しといった側面もあると考えられる。

第１部第１章第３節 消費生活相談の概況

901○0424_Ⅰ-1-3-2 千人当たり相談件数の推移.xlsx

図表Ⅰ-1-3-2 人口1,000人当たりの消費生活相談件数の推移

（備考）　 ❶．�PIO-NETに登録された消費生活相談情報（❷⓪❶❼年 ❸ 月❸❶日までの登録分）、及び総務省「人口推計」（各年❶⓪月 ❶ 日現在）に
より作成。

　　　　 ❷．�平均は、年齢無回答・未入力の相談を含む。
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「通信サービス」に関する相談件数が突出

・ 2016年の相談を商品・サービス別にみると、「通信サービス」（ウェブサイト利

用のデジタルコンテンツを中心とした情報通信関連が多くを占める）の相談

件数が突出し、約26万件。ただし、相談１件当たりの支払った金額は低く、

平均2.7万円。

・ 相談件数が２番目に多いのは「金融・保険サービス」。

第１部第１章第３節 消費生活相談の概況

024○0414_Ⅰ-1-3-3 消費生活相談の商品・サービス別の件数・既支払額（2016年）.xlsm

図表Ⅰ-1-3-3 消費生活相談の商品・サービス別の件数・平均既支払額（2016年）

（備考）　 ❶．�PIO-NETに登録された消費生活相談情報（❷⓪❶❼年 ❸ 月❸❶日までの登録分）。
　　　　 ❷．�縦軸は商品別分類の相談件数。横軸の商品別分類の幅の長さは平均既支払額を示している。
　　　　 ❸．�各商品別分類項目は相談件数の多い順に並んでいる。
　　　　 ❹．�平均既支払額は無回答（未入力）を ⓪と仮定して、消費者庁で算出している。
　　　　 ❺．�「運輸・通信サービス」は、「運輸サービス」と「通信サービス」に分けて記載している。
　　　　 ❻．�「金融・保険サービス」の内訳は、融資サービス、預貯金・投資商品等、保険で、その件数の内訳を割合で示している。
　　　　　　�平均既支払額の内訳を割合で示したものではない。「金融・保険サービス」の平均既支払額は、�融資サービスでは❶❶.❻万円、預貯金・

投資商品等では❷❻❺.❹万円、保険では❹❽.❾万円。

0

30

25

20

15

10

5

110.2
平均既支払額（万円）

（万件）

相
談
件
数

74.72.7 96.7 26.4 49.020.9

工事･建築・加工 土地･建物・設備

教養･娯楽サービス
保健衛生品
車両･乗り物
他の相談
修理･補修

光熱水品
運輸サービス

他の行政サービス
内職･副業・ねずみ講

クリーニング
教育サービス

役務一般
管理･保管

教養娯楽品
食料品
他の役務
レンタル･リース･貸借
商品一般
保健･福祉サービス
住居品
被服品

通信サービス
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幅広い年齢層で、「通信サービス」に関する相談が多い

・ 幅広い年齢層で、デジタルコンテンツ、インターネット接続回線、携帯電話

サービス等の相談を含む「通信サービス」の相談が大きな割合を占める。

・ 男性は60歳代、女性は40歳代の相談件数が多い。

・ 女性は、男性と比べ健康食品等の「食料品」についての相談件数が多い。

第１部第１章第３節 消費生活相談の概況

028○0414_Ⅰ-1-3-7 消費生活相談の性別・年齢層別の商品・サービス(2016年）.xlsx

図表Ⅰ-1-3-7 消費生活相談の性別・年齢層別の商品・サービス（2016年）

（備考）　 ❶．�PIO-NETに登録された消費生活相談情報（❷⓪❶❼年 ❸ 月❸❶日までの登録分）。
　　　　 ❷．�「その他商品」とは、商品別分類のうち「光熱水品」、「保健衛生品」、「車両・乗り物」、「土地・建物・設備」、「他の商品」の合

計。「その他商品関連サービス」とは、「クリーニング」、「工事・建築・加工」、「修理・補修」、「管理・保管」の合計。「その他
サービス」とは、「役務一般」、「運輸サービス」、「教育サービス」、「教養・娯楽サービス」、「内職・副業・ねずみ講」、「他の行
政サービス」の合計。

　　　　 ❸．「運輸・通信サービス」は、「運輸サービス」と「通信サービス」に分けて記載している。
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高齢者に関する消費生活相談件数は依然として高水準

・ 高齢者に関する消費生活相談件数は2013年をピークに減少傾向にあるものの、

依然として高水準。

・ 2016年はデジタルコンテンツ等のインターネットに関する相談が増加する一方、

金融商品に関する相談は減少。不審な電話がかかってきた等の具体的な商品が

不明なものも多い。

第１部第１章第３節 消費生活相談の概況

031○0412_Ⅰ-1-3-10 高齢者の消費生活相談件数.xlsx

図表Ⅰ-1-3-10 高齢者の消費生活相談件数

（備考）　 ❶．�PIO-NETに登録された消費生活相談情報（❷⓪❶❼年 ❸ 月❸❶日までの登録分）。
　　　　 ❷．�契約当事者が❻❺歳以上の相談。

2016
（年）

201520142013201220112010200920082007
0

300,000
（件）

250,000

200,000

150,000

100,000

50,000

65―69歳 70―74歳 75―79歳 80―84歳 85歳以上

9,195
10,423 11,460

14,283
15,884 17,061

25,785 23,298 23,500
23,077

21,817 23,486 25,695
29,696

32,672 34,826

52,479 44,806 43,787
40,288

30,672 32,321 32,951 36,231
41,081 42,368

58,284 53,275 51,721 49,017

45,787 46,508 46,360 50,153 56,466 56,148
70,263 71,017 66,912 61,737

44,456 47,619 46,894 49,103 51,027 49,822 58,638 66,311 68,300 70,157

151,927 160,357
163,360

179,466
197,130 200,225

265,449 258,707 254,220
244,276

032○0413_Ⅰ-1-3-11 高齢者に関する相談が多い商品・サービス（上位５商品）.xlsx

図表Ⅰ-1-3-11 高齢者の商品・サービス別上位相談件数（上位 5商品）

（備考）　 ❶．�PIO-NETに登録された消費生活相談情報（❷⓪❶❼年 ❸ 月❸❶日までの登録分）。
　　　　 ❷．品目は商品キーワード（小分類）。

₂₀₁₀年 件数 ₂₀₁₃年 件数 ₂₀₁₆年 件数

₁ フリーローン・サラ金 ₁₂,₂₈₆ 健康食品（全般） ₂₅,₇₆₇ 商品一般 ₁₅,₃₆₄ 

₂ 商品一般 ₉,₁₃₀ 商品一般 ₁₆,₂₅₆ デジタルコンテンツ（全般） ₁₄,₈₇₉ 

₃ 未公開株 ₅,₂₇₃ 他の健康食品 ₁₄,₈₀₃ アダルト情報サイト ₁₁,₆₀₅ 

₄ 新聞 ₄,₈₀₀ ファンド型投資商品 ₁₁,₂₆₀ 光ファイバー ₉,₀₈₆ 

₅ アダルト情報サイト ₃,₆₀₇ アダルト情報サイト ₈,₂₀₀ 他のデジタルコンテンツ ₆,₁₇₈ 

「商品一般」
とは、具体
的な商品に
分類不能な
ものを主に
指す。
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「インターネット通販」に関する相談の割合が拡大

・ 販売購入形態別にみると、相談全体で「店舗購入」の割合が縮小する一方、「インター

ネット通販」の割合が拡大。65歳未満の相談割合は34.8％。

・ 65歳以上の高齢者では、近年大きかった「電話勧誘販売」の割合が小さくなり、「イン

ターネット通販」の割合が拡大。

・ 判断力が低下していると考えられる認知症等の高齢者では、「訪問販売」の割合が4

割を超える。

第１部第１章第３節 消費生活相談の概況

035○0428_Ⅰ-1-3-14 販売購入形態別相談割合の推移.xlsx

図表Ⅰ-1-3-14 販売購入形態別相談割合の推移

（備考）　 ❶．�PIO-NETに登録された消費生活相談情報（❷⓪❶❼年 ❸ 月❸❶日までの登録分）。
　　　　 ❷．�❷⓪❶❸年 ❷ 月❷❶日以降、特定商取引法改正により「訪問購入」が新設されている。
　　　　 ❸．�「インターネット通販」の相談については、いわゆる通常のインターネット通販より広い概念を含んでおり、アダルト情報サイトに

代表される、ウェブサイトを利用したサイト利用料、オンラインゲーム等のデジタルコンテンツも、消費生活相談情報では「インター
ネット通販」に入るため、データの見方には注意が必要。

　　　　 ❹．�四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。
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スマートフォンを使って
インターネットトラブルに巻き込まれたという相談の割合が増加

・ ウェブサイト利用に関する「デジタルコンテンツ」の相談のうち、スマート

フォンを使ってトラブルに巻き込まれたという相談の割合をみると、2012

年の約１割から、2016年には48.0％と約半数を占める状況に。

・ スマートフォンから「アダルト情報サイト」や「出会い系サイト」等のデジタ

ルコンテンツを利用した「スマートフォン関連サービス」について、2016

年の相談は8.2万件。

第１部第１章第４節 最近注目される消費者問題

045○0407_Ⅰ-1-4-1 スマートフォン関連サービスに関する相談.xlsx

図表Ⅰ-1-4-1 スマートフォン関連サービスに関する相談

20162015
（年）

201420132012
0 0

10
20
30
40
50

100,000 60
（件） （％）

80,000

60,000

40,000

20,000
11.3

25.9 37.9
47.4

48.0
スマートフォン関連サービス
「デジタルコンテンツ」に占める割合

16,163
37,598

66,229
89,374 82,053

（備考）　�PIO-NETに登録された消費生活相談情報（❷⓪❶❼年 ❸ 月❸❶日までの登録分）。
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ＳＮＳをきっかけとしたトラブルに関する相談は増加傾向

・ ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）をきっかけとしたトラブル等の

消費生活相談件数は増加傾向にあり、2016年は1.1万件を超える。

・ 2012年から2016年にかけて、相談件数は2.5倍となっており、50歳代や60歳

代は約５倍、70歳以上は約７倍と、特に中高年層で大きく増加。女性が男性

の1.5倍。

・ 相談内容は、「ＳＮＳから誘導され、出会い系サイトに登録したが、不審」、

「ＳＮＳで副業の広告を見てサイトに登録したが、ポイントを繰り返し購入、だ

まされたと気付いた」等、多種多様。

第１部第１章第４節 最近注目される消費者問題

049○0414_Ⅰ-1-4-5 ＳＮＳに関する相談.xlsx

図表Ⅰ-1-4-5 SNSに関する相談

（備考）　�PIO-NETに登録された消費生活相談情報（❷⓪❶❼年 ❸ 月❸❶日までの登録分）。
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「お試し」のつもりが「定期購入」となる健康食品等の相談が急増

・ 2016年に急増した相談は、インターネット通販等で「お試し」のつもりで申し込

んだダイエットサプリメント等の健康食品や化粧品等の購入が「定期購入」と

なったという内容。

・ ８割以上が女性の相談で、10、20歳代はそのうち２割を占める。

・ 主な事例は、消費者は 「お試し」、「1回だけ」という認識だが、定期購入契約

になっていて、「解約しようとしたが、電話がつながらない」、「解約を申し出たと

ころ、通常価格を請求された」等。

・ 定期購入が条件であることが、小さい文字で表示されていたり、注文画面とは

別のページに表示されていたりするケースがみられる。

第１部第１章第４節 最近注目される消費者問題

051○0411_Ⅰ-1-4-7 「定期購入」に関する相談.xlsx

図表Ⅰ-1-4-7 「定期購入」に関する相談

（備考）　�PIO-NETに登録された消費生活相談情報（❷⓪❶❼年 ❸ 月❸❶日までの登録分）。

228

517

1,813

697
3,906

2,193

13,129

386
658

740

1,297

1,337
2,887

9,678

44
105 322 1,25840

371
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（年）

2015201420132012
0

15,000
（件）

10,000

5,000

飲料 健康食品 化粧品

052○0404_Ⅰ-1-4-8 「定期購入」トラブルの主な例.pptx

図表Ⅰ-1-4-8 「定期購入」トラブルの主な例

（備考）　�国民生活センター公表資料（❷⓪❶❻年 ❻ 月❶❻日）から一部引用。

通常価格 5,000円
（送料500円）

１回目

無料!
（送料500円のみ）

今すぐ注文する

２回目以降　特別価格
20％OFF 4,000円!

（送料無料）

今すぐ注文する

２回目以降　特別価格
20％OFF 4,000円!

（送料無料）

※５ヶ月以上の購入が条件です

定期購入が条件であることを
分かりにくく記載

500円だし１回だけ…
サ
プ
リ
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アダルト情報サイトに関する相談は若者では減少、中高年層で増加

・ 「アダルト情報サイト」に関する相談は、性別、年齢別を問わず最も多い。

・ 2010年、2013年、2016年の相談の変化をみると、男性では20歳未満から40歳

代までは減少傾向。一方、50歳代以上は増加しており、最も多いのは60歳代。

・ 女性も20歳未満から30歳代までは減少している一方、40歳代以上は増加。

・ スマートフォン操作に不慣れな中高年がトラブルに巻き込まれているとみられる。

・ 若年層には、請求トラブルに遭遇しても、「無視すればよい」という対応が浸透し

ている可能性。

第１部第１章第４節 最近注目される消費者問題

046○0411_Ⅰ-1-4-2 アダルト情報サイトに関する相談（男性・女性）.xlsx

図表Ⅰ-1-4-2 アダルト情報サイトに関する相談（男性・女性）

（備考）　�PIO-NETに登録された消費生活相談情報（❷⓪❶❼年 ❸ 月❸❶日までの登録分）。
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アダルト情報サイトのトラブルを解決しようと二次被害に

・ 「アダルト情報サイト」の請求トラブルを解決しようと連絡した探偵業者等に高

額請求を受ける等の、二次被害が最近増加。

・ インターネット広告で「被害解決」等と表示し、消費生活センター等と誤解する

ような紛らわしい名称（「消費者○×センター」等）を名のった探偵業者等の

ウェブサイトへ、消費者がアクセスしたり、電話をかけるケースがみられる。

・ 相談件数を年齢層別にみると、「アダルト情報サイト」の相談が多い40歳代が

最も多いものの、インターネット検索を多用する20歳代や30歳代でも目立つ。

第１部第１章第４節 最近注目される消費者問題

047○0411_Ⅰ-1-4-3 アダルト情報サイトトラブルを解決とうたう探偵業者に関する相談.xlsx

図表Ⅰ-1-4-3 アダルト情報サイトトラブルを解決とうたう探偵業者等に関する相談

（備考）　�PIO-NETに登録された消費生活相談情報（❷⓪❶❼年 ❸ 月❸❶日までの登録分）。
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高齢者が巻き込まれる詐欺的な手口には引き続き注意

・ 高齢者が巻き込まれる詐欺的な手口に関する相談件数は依然として高水準。

・ 最近は「仮想通貨」の購入をめぐるトラブルや、「レンタルオーナー契約」のトラ

ブル等といった投資勧誘が目立つ。

・ 引き続き、高齢者に対する見守り活動は重要。

第１部第１章第４節 最近注目される消費者問題

詐欺的な手口に関する相談：事業者側の「だます」という意思を心証として消費者や消費生活センター等が
強く持った場合に選択する「詐欺」や「架空請求」、「融資保証金詐欺」、「還付金詐欺」の項目がPIO‐NETに
入力された相談。053○0412_Ⅰ-1-4-9 高齢者の相談のうち、詐欺的な手口に関する相談.xlsx

図表Ⅰ-1-4-10 高齢者の相談のうち、詐欺的な手口に関する相談

（備考）　�PIO-NETに登録された消費生活相談情報（❷⓪❶❼年 ❸ 月❸❶日までの登録分）。
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054○0417_Ⅰ-1-4-11 「仮想通貨」に関する消費生活相談.xlsx

図表Ⅰ-1-4-11 「仮想通貨」に関する相談

（備考）　�PIO-NETに登録された消費生活相談情報（❷⓪❶❼年 ❸ 月❸❶日までの登録分）。
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高齢者が巻き込まれる詐欺的な手口には引き続き注意

・ 高齢者が巻き込まれる詐欺的な手口に関する相談件数は依然として高水準。

・ 最近は「仮想通貨」の購入をめぐるトラブルや、「レンタルオーナー契約」のトラ

ブル等といった投資勧誘が目立つ。

・ 引き続き、高齢者に対する見守り活動は重要。

第１部第１章第４節 最近注目される消費者問題

詐欺的な手口に関する相談：事業者側の「だます」という意思を心証として消費者や消費生活センター等が
強く持った場合に選択する「詐欺」や「架空請求」、「融資保証金詐欺」、「還付金詐欺」の項目がPIO‐NETに
入力された相談。

16



消費者被害・トラブル額は約5.2兆円と推計

・ 過去１年間に購入した商品や利用したサービスについて何らかの消費者被

害・トラブルを経験したと認識している人は7.7％。

・ 2016年の１年間の消費者被害・トラブル額（消費者被害・トラブルに関する商

品・サービスへの支出総額）は推計約5.2兆円。

・ 消費者が消費者被害やトラブルだと認識している被害・トラブルが、経済的

損失額としてどの程度の規模となるかを、商品やサービスの金額ベースで示

したもの。

第１部第１章第５節 消費者被害・トラブルの経験と被害・トラブル額の推計

056_Ⅰ-1-5-1 購入商品や利用サービスでの消費者被害・トラブルの経験.xlsx

図表Ⅰ-1-5-1 購入商品や利用サービスでの消費者被害・トラブルの経験

（備考）　 1． 消費者庁「消費者意識基本調査」により作成。2016年度調査の有効回答は60.1％、2015年度調査の有効回答は65.1％、2014年度調
査の有効回答は64.5％、2013年度調査の有効回答は65.3％。

　　　　 2． 「あなたがこの 1年間に購入した商品、利用したサービスについて、以下に当てはまる経験をしたことはありますか。」との問に
対する回答。

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度

機能・品質やサービスの質が期待よりかなり劣っていた 6.1% 7.9% 8.2% 5.9%

表示・広告と実際の商品・サービスの内容がかなり違っていた 2.5% 4.9% 4.8% 3.2%

思っていたよりかなり高い金額を請求された 0.8% 2.4% 2.7% 1.0%

契約・解約時のトラブルにより被害に遭った 0.4% 1.1% 1.2% 0.9%

けが、病気をする等、安全性や衛生に問題があった 0.5% 1.3% 1.8% 0.8%

問題のある販売手口やセールストークにより契約・購入した 0.4% 1.4% 1.7% 0.8%

詐欺によって事業者にお金を払った（又はその約束をした） 0.2% 0.3% 0.6% 0.4%

その他、消費者被害の経験 0.7% 1.6% 1.8% 0.9%

上記のいずれかの経験があった 8.0% 10.6% 10.9% 7.7%

059_Ⅰ-1-5-4 消費者被害・トラブル額の推計結果.xlsx

図表Ⅰ-1-5-4 消費者被害・トラブル額の推計結果

※「既支払額（信用供与を含む。）」とは、既に支払った金額にクレジットカード等による将来の支払を加えたもの。
（備考）　 1． 消費者意識基本調査において「あなたがこの 1年間に購入した商品、利用したサービスについてお尋ねします。この 1年間に、以

下に当てはまる経験をしたことはありますか。」との問に対して、以下の経験についての回答を集計した結果に基づき件数を推計
している。①けが、病気をする等、安全性や衛生に問題があった、②機能・品質やサービスの質が期待よりかなり劣っていた、③
思っていたよりかなり高い金額を請求された、④表示・広告と実際の商品・サービスの内容がかなり違っていた、⑤問題のある販
売手口やセールストークにより契約・購入した、⑥契約・解約時のトラブルにより被害に遭った、⑦詐欺によって事業者にお金を
払った（又はその約束をした）、⑧その他、消費者被害の経験。

　　　　 2． 2016年の消費生活相談情報（2017年 1 月31日までの登録分）に基づき平均金額を算出。
　　　　 3． 消費者被害・トラブルに関する商品・サービスへの支出総額。
　　　　 4． 「消費者意識基本調査」を行い消費者被害・トラブルの「発生確率」を求めた上で、消費生活相談情報から計算される消費者被害

1件当たりの平均金額を乗じ、高齢者の潜在被害が一定数存在するものと仮定しその分を上乗せするなどの補正を行った推計額。
　　　　 5． 本推計に使用している意識調査はあくまで消費者の意識に基づくものであり、消費者被害・トラブルの捉え方が回答者により異な

ること、意識調査の性格上誤差を含むものであることに注意が必要。

2013年 2014年 2015年 2016年

契約購入金額 約6.5兆円 約7.8兆円 約7.4兆円 約5.9兆円

既支払額（信用供与を含む。）※ 約6.0兆円 約6.7兆円 約6.7兆円 約5.2兆円

既支払額 約5.4兆円 約5.5兆円 約6.0兆円 約4.7兆円
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全世代でスマートフォンの保有が進む

・ スマートフォンの普及が拡大し、2015年末には全体の53.1％が保有。

・ 2015年末時点で20歳代、30歳代は約9割が保有。10歳代も13歳以上は8割

で前年より7.6ポイント増。

・ 50歳代、60歳代では前年からの増加率が大きく、中高年世代でも保有率が

拡大。

第１部第２章 消費者を取り巻く社会経済情勢と消費者意識・行動
第１節 消費者を取り巻く社会経済情勢

121○0414_Ⅰ-2-1-21 年齢層別携帯電話保有率.xlsx

図表Ⅰ-2-1-21 年齢層別携帯電話保有率

（備考）　�総務省「通信利用動向調査」により作成。
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第１部第２章第１節 消費者を取り巻く社会経済情勢

フィンテックの認知度は低いが、利用者は高評価

・ 近年、フィンテック（ＦｉｎＴｅｃｈ）と呼ばれる、ＩＴを活用して、自動家計簿

サービスなど新たな金融サービスを提供する動きが世界中でみられ、今

後、日本でも利用者が増えると見込まれる。

・ フィンテックを「知らない」との回答は78.3％。

・ 「利用している」のは、「モバイル決済」が3.5％、「個人資産管理」が1.4％

等低水準だが、利用者の約半数が「日常的に利用」しており、95.6％が

「便利だ」と感じている。

・ 一方、非利用者においては「今後も利用するつもりがない」が77.6％。

130○0414_Ⅰ-2-1-30 利用者頻度（利用者へのアンケート）.xlsx

図表Ⅰ-2-1-31 利用者の利用頻度と非利用者の利用希望

（備考）　 ❶．�消費者庁「消費生活に関する意識調査」（❷⓪❶❻年度）により作成。
　　　　 ❷．�利用頻度については、「あなたは、前項で読んだ①～⑥のサービスの内容を知っていますか、又は利用したことがありま

すか。」との問で「利用しておりよく知っている」を ❶つでも回答した人を対象とした「どのくらいの頻度で利用します
か」との問に対する回答。

　　　　 ❸．�利用希望については、「あなたは、前項で読んだ①～⑥のサービスの内容を知っていますか、又は利用したことがありま
すか。」との問で「利用していないが、内容は知っている」、「聞いたことがあるが、内容はよく知らず、利用したことが
ない」又は「知らないし、利用したこともない」を選んだ人を対象とした「あなたは今後、利用してみたいと思いますか」
との問に対する回答。

　　　　 ❹．四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。

利用頻度（利用者へのアンケート）

0 10080604020

１度しか利用していないたまに利用している日常的に利用している

55.1 41.2 3.7

（％）

利用希望（非利用者へのアンケート）

0 100
（％）

80604020

利用上不安に思う点が解消されれば利用したい
今後も利用するつもりはない

自分の周りの人や取引相手先の利用が多くなれば利用したい
利用してみたい

4.0 5.6 12.8 77.6

132○0410_Ⅰ-2-1-31 利用者、非利用者別にみた便利と感じる度合い.xlsx

図表Ⅰ-2-1-30 利用者、非利用者別にみた便利と感じる度合い

（備考）　 ❶．�消費者庁「消費生活に関する意識調査」（❷⓪❶❻年度）により作成。
　　　　 ❷．�利用者とは、「あなたは、前項で読んだ①～⑥のサービスの内容を知っていますか、又は利用したことがありますか。」との問で「利

用しておりよく知っている」を ❶つでも回答した人、非利用者とは、「利用はしていないが、内容は知っている」「聞いたことがあ
るが、内容はよく知らず、利用したことがない」「知らないし、利用したこともない」と回答した人。

　　　　 ❸．�「あなたは①～⑥のサービスが普及すると便利だと感じますか」との問に対する回答。
　　　　 ❹．四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。

0 10080604020

便利だと思わない よく分からない便利だと思う非常に便利だと思う

（％）

4.6

60.6

非利用者

利用者

18.6

35.0

12.9

2.2

64.0

2.2
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シェアリングエコノミーの認知度は低いものの、
「モノ」のシェアに関心、不安要素は安全性等

・ シェアリングエコノミーとは、個人等の所有物（自宅の空き部屋や車等）や能力（スキ

ル、知識等）を、インターネット上のマッチングプラットフォーム（シェア事業者）を介して

他の個人等も利用可能となる経済活動のこと。

・ 国内のシェアリングエコノミーについて、88.4％が「知らなかった」と回答。

・ 今後の利用等について、サービス別では「モノ」への関心が高い。

・ シェアリングエコノミーへの不安については、提供側、利用側ともに「安全性」、「お金

のやり取り」、「相手とトラブルになった際の対処」がいずれも４割程度と高い。

第１部第２章第１節 消費者を取り巻く社会経済情勢

シェアの分類 サービスの分類

ホームシェア
（民泊を含む）

遊休施設

フリマアプリ

レンタルサービス

カーシェア

ライドシェア

家事代行

育児

知識

空間のシェア

モノのシェア

移動のシェア

スキルのシェア

136_Ⅰ-2-1-36 シェアリングエコノミーの構図.pptx

図表Ⅰ-2-1-34 シェアリングエコノミーの構図
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シェアリングエコノミーの認知度は低いものの、
「モノ」のシェアに関心、不安要素は安全性等

・ シェアリングエコノミーとは、個人等の所有物（自宅の空き部屋や車等）や能力（スキ

ル、知識等）を、インターネット上のマッチングプラットフォーム（シェア事業者）を介して

他の個人等も利用可能となる経済活動のこと。

・ 国内のシェアリングエコノミーについて、88.4％が「知らなかった」と回答。

・ 今後の利用等について、サービス別では「モノ」への関心が高い。

・ シェアリングエコノミーへの不安については、提供側、利用側ともに「安全性」、「お金

のやり取り」、「相手とトラブルになった際の対処」がいずれも４割程度と高い。

第１部第２章第１節 消費者を取り巻く社会経済情勢

シェアの分類 サービスの分類

ホームシェア
（民泊を含む）

遊休施設

フリマアプリ

レンタルサービス

カーシェア

ライドシェア

家事代行

育児

知識

空間のシェア

モノのシェア

移動のシェア

スキルのシェア

139○0410_Ⅰ-2-1-37 シェアリングエコノミーへの不安.xlsx

図表Ⅰ-2-1-37 シェアリングエコノミーへの不安

（備考）　 ❶．�消費者庁「消費生活に関する意識調査」（❷⓪❶❻年度）により作成。
　　　　 ❷．�「「シェアリングエコノミー」について不安に思ったことや、使ってみて困ったことはありますか。　※利用・提供したことのな

い方は、利用・提供するとしたらとお考えになってお答えください。」との問に対する回答（複数回答）。
　　　　 ❸．�四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。

0 60
（％）

4530

提供側
利用側

15

分からない

不安に思ったことや使ってみて
困ったことは特にない

その他

相手とトラブルになった際の対処

相手とのコミュニケーション
（評価を付けたりすること）が面倒

お金のやり取り

品質

安全性 44.8

32.5

36.0

23.3

36.1

4.8

3.3

32.2

41.8

22.6

38.2

24.5

38.7

2.8

3.6

33.0
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「お金を掛けている」内容は「食べること」が最も多い
その他は若者は「ファッション」等、高齢層は「医療」

・ 現在お金を掛けているもののうち、「食べること」の割合が年齢層を問わず

最も多い。

・ 10歳代後半、20歳代及び30歳代は「ファッション」や「理美容・身だしなみ」

にお金を掛ける反面、「貯金」もしている。

・ 30歳代、40歳代は「教育（子供の教育）」の割合が高い。

・ 60歳代以上は「医療」の割合が増え、「旅行」、「交際」にもお金を掛けてい

る。

第１部第２章第２節 消費者意識・行動の状況

203○0411_Ⅰ-2-2-3 お金の掛け方.xlsx

図表Ⅰ-2-2-3 お金の掛け方

（備考）　 ❶．�消費者庁「消費者意識基本調査」（❷⓪❶❻年度）により作成。
　　　　 ❷．�「以下のうち、あなたが現在お金を掛けているものはどれですか」との問に対する回答（複数回答）。
　　　　 ❸．�Nは、❶⓪歳代後半＝❸⓪❶、❷⓪歳代＝❹❽❷、❸⓪歳代＝❽❶⓪、❹⓪歳代＝❶,⓪❷❽、❺⓪歳代＝❾❽❸、❻⓪歳代＝❶,❶❾❾、❼⓪歳以上＝❶,❷⓪❻。

①現在お金を掛けているもの（％）
₁₀歳代後半 ₂₀歳代 ₃₀歳代 ₄₀歳代 ₅₀歳代 ₆₀歳代 ₇₀歳以上

₁ 食べること ₆₉.₁ 食べること ₇₁.₂ 食べること ₇₃.₈ 食べること ₆₉.₈ 食べること ₆₉.₂ 食べること ₆₈.₁ 食べること ₆₉.₂

₂ ファッション ₅₀.₂ ファッション ₅₂.₁ ファッション ₃₉.₃ 教育（子供の
教育） ₄₇.₇ 交際 ₂₇.₄ 医療 ₃₆.₁ 医療 ₄₉.₃

₃
スポーツ観戦・
映画・コンサー
ト鑑賞等

₃₄.₆ 交際 ₄₅.₂ 教育（子供の
教育） ₃₄.₈ 住まい ₂₈.₄ 住まい ₂₅.₈ 旅行 ₃₁.₈ 交際 ₂₇.₈

₄ 理美容・身だ
しなみ ₃₃.₉ 理美容・身だ

しなみ ₄₁.₇ 住まい ₃₁.₂ ファッション ₂₆.₅ 通信（電話、イ
ンターネット等） ₂₅.₄ 交際 ₂₉.₁ 理美容・身だ

しなみ ₂₇.₄

₅ 貯金 ₂₇.₉ 貯金 ₃₄.₄ 貯金 ₃₀.₂
理美容・身だ
しなみ ₂₅.₈ 理美容・身だ

しなみ ₂₅.₀ 理美容・身だ
しなみ ₂₆.₅ 旅行 ₂₆.₂

交際 ₂₅.₈

M.T.=₃₃₂.₉ M.T.=₄₅₆.₄ M.T.=₄₄₀.₀ M.T.=₄₂₂.₁ M.T.=₄₁₉.₆ M.T.=₄₀₅.₁ M.T.=₃₈₃.₀
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今後、お金を掛けたいものは50歳代までは「貯金」
節約したいものは「ファッション」や「通信」

・ お金を掛けたいものについては、10歳代後半から50歳代までの幅広い層で「貯

金」が挙げられた。30歳代や40歳代でも「老後の準備」が挙げられるなど将来的な

不安が示された。

・ 節約したいものについては、全世代を通じて「車」の割合が高く、若者のみならず

中高年も車離れの傾向。

・ 10歳代後半では「食べること」や「通信（電話、インターネット等）」、30歳代から60

歳代まででは「ファッション」や「通信（電話、インターネット等）」に対し節約したい

との意向。

第１部第２章第２節 消費者意識・行動の状況

203○0411_Ⅰ-2-2-3 お金の掛け方.xlsx

図表Ⅰ-2-2-3 お金の掛け方

（備考）　 ❶．�消費者庁「消費者意識基本調査」（❷⓪❶❻年度）により作成。
　　　　 ❷．�②「以下のうち、今後（も）お金を掛けたいと思っているものはどれですか」との問に対する回答（複数回答）。
　　　　 ❸．�③「以下のうち、今後（も）節約したいと思っているものはどれですか」との問に対する回答（複数回答）。
　　　　 ❹．�Nは、❶⓪歳代後半＝❸⓪❶、❷⓪歳代＝❹❽❷、❸⓪歳代＝❽❶⓪、❹⓪歳代＝❶,⓪❷❽、❺⓪歳代＝❾❽❸、❻⓪歳代＝❶,❶❾❾、❼⓪歳以上＝❶,❷⓪❻。

②今後お金を掛けたい／今後もお金を掛けたいもの（％）
₁₀歳代後半 ₂₀歳代 ₃₀歳代 ₄₀歳代 ₅₀歳代 ₆₀歳代 ₇₀歳以上

₁ ファッション ₅₇.₈ 貯金 ₆₇.₂ 貯金 ₆₈.₄ 貯金 ₅₉.₈ 老後の準備 ₅₄.₇ 食べること ₄₇.₂ 食べること ₅₄.₇

₂ 食べること ₅₆.₁ 食べること ₅₇.₅ 食べること ₅₄.₂ 食べること ₄₆.₉ 貯金 ₄₉.₂ 老後の準備 ₄₄.₄ 医療 ₃₈.₆

₃ 貯金 ₅₅.₅ 理美容・身だ
しなみ ₅₁.₂ 教育（子供の

教育） ₅₀.₆ 老後の準備 ₄₅.₁ 食べること ₄₇.₀ 旅行 ₄₃.₈ 老後の準備 ₃₂.₈

₄ 理美容・身だ
しなみ ₄₉.₈ 旅行 ₅₀.₂ 旅行 ₄₅.₆ 教育（子供の

教育） ₄₄.₅ 旅行 ₄₂.₉ 健康・リラッ
クス ₂₉.₄ 健康・リラッ

クス ₂₉.₃

₅
スポーツ観戦・
映画・コンサー
ト鑑賞等

₃₇.₉ ファッション ₄₈.₃ 老後の準備 ₄₁.₅ 旅行 ₃₅.₇ 健康・リラッ
クス ₃₀.₄ 医療 ₂₉.₀ 旅行 ₂₈.₂

M.T.=₅₁₁.₀ M.T.=₆₂₂.₈ M.T.=₅₈₈.₃ M.T.=₅₀₄.₇ M.T.=₄₈₃.₂ M.T.=₄₁₆.₄ M.T.=₃₇₀.₆

③今後節約したい／今後も節約したいもの（％）
₁₀歳代後半 ₂₀歳代 ₃₀歳代 ₄₀歳代 ₅₀歳代 ₆₀歳代 ₇₀歳以上

₁ 食べること ₃₄.₂ 通信（電話、イ
ンターネット等） ₄₅.₂ 通信（電話、イ

ンターネット等） ₅₀.₁ 通信（電話、イ
ンターネット等） ₄₅.₃ ファッション ₄₁.₃ ファッション ₄₂.₀ ファッション ₃₂.₀

₂ 通信（電話、イ
ンターネット等） ₃₂.₂ 車 ₃₅.₁ ファッション ₄₀.₇ ファッション ₃₉.₉ 通信（電話、イ

ンターネット等） ₃₈.₉ 車 ₃₉.₄ 車 ₂₈.₃

₃ 車 ₂₉.₆ 医療 ₃₄.₉ 車 ₃₈.₉ 車 ₃₈.₀ 車 ₃₈.₆ 家電・AV機器 ₃₃.₉ いずれも当て
はまらない ₂₆.₂

₄ 保育・介護・家
事等のサービス ₂₈.₉ ペットに関す

る費用 ₃₄.₂ 家電・AV機器 ₃₂.₇ 食べること ₃₄.₀ 家電・AV機器 ₃₁.₈ 通信（電話、イ
ンターネット等） ₃₂.₀ 住まい ₂₅.₄

₅ 住まい ₂₈.₂ 住まい ₃₂.₈ 食べること ₃₂.₃ 家電・AV機器 ₃₃.₅ 食べること ₃₁.₆ 住まい ₃₁.₉ 家電・AV機器 ₂₅.₂

M.T.=₅₂₃.₃ M.T.=₆₀₁.₅ M.T.=₅₇₇.₃ M.T.=₅₄₇.₈ M.T.=₄₉₇.₃ M.T.=₅₁₁.₃ M.T.=₃₉₈.₆
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消費者トラブルを避けるための参考情報は、40歳未満ではインターネット

・ 消費者トラブル回避の参考としている情報は年代によって異なる。

・ 「テレビ」は全年齢層で高く、特に50歳代以上は７割を超える。

・ 10歳代後半から30歳代まででは「インターネット（ＳＮＳを含む。）」が最も高く

６割を超える。他方、60歳代以上では２割に満たない。

・ 10歳代後半では「学校の授業」が４割を超えている。

第１部第２章第２節 消費者意識・行動の状況

210○0403_Ⅰ-2-2-10 トラブルに遭わないように参考にする情報.xlsx

図表Ⅰ-2-2-10 トラブルに遭わないように参考にする情報

（備考）　 ❶．�消費者庁「消費者意識基本調査」（❷⓪❶❻年度）により作成。
　　　　 ❷．�「あなたは、消費者トラブルに遭わないように、以下のどの情報を参考にしていますか。」との問に対する回答（ ❸つまで回答）。

80歳以上70歳代60歳代50歳代40歳代30歳代20歳代15―19歳
0

90
（％） （N＝6,009　M.T.＝264.0％）

80

70

60

50

40

30

20

10

58.7

65.1

72.9

80.5 80.1

23.9
29.1

50.8

63.0

58.3

80.5
78.4

43.3

19.7

12.0
14.2

25.8

35.7 37.5

8.9

61.2

59.8
57.7

57.3

62.8

テレビ

テレビ

ラジオ 新聞、雑誌、書籍

新聞、雑誌、
書籍

インターネット（SNSを含む。）

インターネット（SNSを含む。）

公的機関の広報誌・チラシ・パンフレット

公的機関の広報誌・
チラシ・パンフレット

学校の授業

学校の授業

その他
講演会・研修・シンポジウム等 家族、友人、知人からの情報

公共交通機関、公共施設の掲示物など

55.1

19.6

62.8

9.0

43.2

52.2

69.9

41.6

62.3

17.0

58.7

74.8

56.0

32.1

62.6
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熊本地震に関する相談は住宅関連が中心

・ 熊本地震に関する相談件数は、地震発生の翌月の2016年5月に1,000件を

超えたが、その後は落ち着き、2016年12月には126件に減少。

・ 熊本県の相談内容としては、住宅等に係る「不動産貸借」や「工事・建築」

等、住宅関連が約６～７割を占める。

・ 熊本県以外の相談では、地震発生月の2016年4月に「国内パックツアー」、

「手配旅行」など旅行に関するものが多かったが、5、6月は「募金」の相談が

目立った。

第１部第２章第２節 消費者意識・行動の状況

216○0414_Ⅰ-2-2-16 熊本地震に関する相談件数の推移.xlsx

図表Ⅰ-2-2-16 熊本地震に関する相談件数の推移

（備考）　 ❶．�PIO-NETに登録された消費生活相談情報（❷⓪❶❼年 ❸ 月❸❶日までの登録分）。
　　　　 ❷．�相談件数は、❷⓪❶❻年 ❹ 月❶❹日以降受付のもの。
　　　　 ❸．�「住宅」には、「不動産貸借」、「工事・建築」、「修理サービス」、「給湯システム」が含まれる。
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第１部第２章第２節 消費者意識・行動の状況

家庭での食品ロスの原因としては、直接廃棄、食べ残しが多い

・ 家庭での食品ロスの原因として、自らの生活の中で最も思い当たることを聞

いた結果、「直接廃棄」が26.7％、「食べ残し」が23.7％で、両者で約半数を

占める。「思い当たるものはない（食品ロスを発生させていない）」は36.8％。

・ 「賞味期限」と「消費期限」の意味について、64.9％が「知っている」と回答。

一方で、買物する時どの程度考慮するかについて、「食べる日時を考えて買

う」との回答は27.3％。

「直接廃棄」とは、賞味期限切れ等により、料理の食材又は食品として使用・提供されずにそのまま廃棄したもの。

「食べ残し」とは、使用・提供された食品のうち、食べ残して廃棄したもの。

「過剰除去」とは、調理時にだいこんの皮の厚むきなど、不可食部分を除去する際に、過剰に除去した可食部分が

廃棄されたもの。

219○0406_Ⅰ-2-2-19 家庭での食品ロスの原因として思いあたるもの.xlsx

図表Ⅰ-2-2-18 家庭での食品ロスの原因として思い当たるもの

（備考）　 ❶．�消費者庁「消費生活に関する意識調査」（❷⓪❶❻年度）により作成。
　　　　 ❷．�「家庭での食品ロスの原因は、主として以下の ❸つに分類されますが、自らの生活の中で、最も思い当たるものはなんですか。」と

の問に対する回答。
　　　　 ❸．�四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。

26.7

30.6

17.8

23.7

21.8

23.4

12.8

14.6

8.6

36.8

33.0

50.1

0 100
（％）

80604020

「食材の購入・調理ともにしない」人

「食材の購入及び調理を行う」人

全体

過剰除去
思い当たるものはない（食品ロスを発生させていない）

食べ残し直接廃棄

第１部第２章第２節 消費者意識・行動の状況

家庭での食品ロスの原因としては、直接廃棄、食べ残しが多い

・ 家庭での食品ロスの原因として、自らの生活の中で最も思い当たることを聞

いた結果、「直接廃棄」が26.7％、「食べ残し」が23.7％で、両者で約半数を

占める。「思い当たるものはない（食品ロスを発生させていない）」は36.8％。

・ 「賞味期限」と「消費期限」の意味について、64.9％が「知っている」と回答。

一方で、買物する時どの程度考慮するかについて、「食べる日時を考えて買

う」との回答は27.3％。

「直接廃棄」とは、賞味期限切れ等により、料理の食材又は食品として使用・提供されずにそのまま廃棄したもの。

「食べ残し」とは、使用・提供された食品のうち、食べ残して廃棄したもの。

「過剰除去」とは、調理時にだいこんの皮の厚むきなど、不可食部分を除去する際に、過剰に除去した可食部分が

廃棄されたもの。
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若者の消費性向は低下

・ 平均消費性向は全年齢平均で長期的に低下傾向であるが、20歳代、30歳代前半

の年齢層ではより大きく低下しており、若者が消費に慎重であることがうかがえる。

・ 現在の若者は、経済の低成長が持続し、非正規雇用比率が上昇する中で育って

おり、将来の生活に不安を感じやすいと考えられる。

第１部第３章 若者の消費
第１節 若者の消費行動

特集

303○0413_Ⅰ-3-1-3 平均消費性向.xlsx

図表Ⅰ-3-1-3 年齢層別の平均消費性向の推移

（備考）　 ❶．�総務省「全国消費実態調査」により作成。
　　　　 ❷．�二人以上の世帯のうち勤労者世帯の可処分所得に占める消費支出の割合を記載。
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301○0424_Ⅰ-3-1-1 実質GDP成長率、消費者物価指数、非正規雇用比率の推移.xlsx

図表Ⅰ-3-1-1 実質GDP成長率、消費者物価指数（CPI・前年比）、非正規雇用比率の推移

（備考）　 ❶．�内閣府「国民経済計算」、総務省「消費者物価指数」、厚生労働省「労働力調査（労働力調査特別調査）」により作成。
　　　　 ❷．�GDP成長率については、❶❾❽⓪年以前は❶❾❾⓪年基準（❶❾❾❽年度確報）、❶❾❽❶年から❶❾❾❹年までは❷⓪⓪⓪年基準（❷⓪⓪❾年度確報）
　　　　　　❶❾❾❺年以降は❷⓪❶❶年基準確報（❷⓪❶❺年度年次推計）を掲載。
　　　　 ❸．�非正規雇用比率については、❶❾❽❹年から❷⓪⓪❶年は「労働力調査特別調査」 ❷月結果、❷⓪⓪❷年以降は「労働力調査」年平均結果による。
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若者の消費には「車離れ」、「アルコール離れ」等がみられる

・ 「自動車等関係費」は、男性では大きく減っているものの、女性では増加。

・ 単身世帯の若者の消費のうち、費目別にみると「酒類」、「洋服」は男女とも

に減少傾向。

第１部第３章第１節 若者の消費行動

308○0410_Ⅰ-3-1-8 １か月当たり品目別平均支出額（酒類）.xlsx

図表Ⅰ-3-1-8 1 か月当たり品目別平均支出額（酒類）

（備考）　 ❶．�総務省「全国消費実態調査」により作成。
　　　　 ❷．�単身世帯（全世帯）のうち、❸⓪歳未満男女について品目別平均支出額を記載。
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309○0410_Ⅰ-3-1-9 １か月当たり品目別平均支出額（洋服）.xlsx

図表Ⅰ-3-1-9 1 か月当たり品目別平均支出額（洋服）

（備考）　 ❶．�総務省「全国消費実態調査」により作成。
　　　　 ❷．�単身世帯（全世帯）のうち、❸⓪歳未満男女について品目別平均支出額を記載。
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2,201

9,345
8,593

6,742

5,081

2014 （年）200920041999201420092004 1999

単身30歳未満男性 単身30歳未満女性

0

12,000
（円）

10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

307○0410_Ⅰ-3-1-7 １か月当たり品目別平均支出額（自動車）.xlsx

図表Ⅰ-3-1-7 1 か月当たり品目別平均支出額（自動車等関係費）

（備考）　 ❶．�総務省「全国消費実態調査」により作成。
　　　　 ❷．�単身世帯（全世帯）のうち、❸⓪歳未満男女について品目別平均支出額を記載。
　　　　 ❸．�購入頻度が低く高額な品目であるため、結果をみる際には留意が必要。
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単身世帯男性の外食費は減少

・ 「食べること」にお金を掛けていると考えている消費者は多い（Ｐ.21参照）が、食

料費は減少傾向。

・ 食料費の内訳の増減を見ると、単身世帯の30歳未満男性では「外食費」が大きく

減少しているが、30歳未満女性では「素材となる食料」が大きく減少。

・ 二人以上の世帯では、全体でも「素材となる食料」が減少する一方で、「調理食

品」が増加。

第１部第３章第１節 若者の消費行動

310○0410_Ⅰ-3-1-10 食費（調理食品、外食、その他）の推移.xlsx

図表Ⅰ-3-1-10 食料費（調理食品、外食、素材となる食料）の推移

（備考）　�総務省「全国消費実態調査」により作成。

（備考）　�総務省「全国消費実態調査」により作成。
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買物好きな若者は多いが、消費は堅実

・ 10歳代後半から30歳代まででは「買物が好き」に「当てはまる」（『かなり当てはま

る』＋『ある程度当てはまる』）との回答は約７割で、高年齢層に比べて高い。

・ 一方で、若者の消費は堅実な傾向。現在お金を掛けているものや今後お金を掛

けたいものが「貯金」。（Ｐ.21、22参照）

・ 「買う前に機能・品質・価格等を十分に調べる」かについては、「かなり当てはまる」

と強く意識する割合が高い。

第１部第３章第１節 若者の消費行動

311_Ⅰ-3-1-11 「買い物が好き」と答えた人の割合.xlsx

図表Ⅰ-3-1-11 「買物が好き」と答えた人の割合

（備考）　 ❶．�消費者庁「消費者意識基本調査」（❷⓪❶❻年度）により作成。
　　　　 ❷．�「あなた自身の消費行動について、「買物が好き」はどの程度当てはまると思いますか。」との問に対する回答。
　　　　 ❸．�四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。
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スマートフォンを必需品と考える若者は８割
1日３時間以上利用が７割

・ 若者の行動は、情報化の進展に伴い変化。

・ 若者の多くが、スマートフォンを保有し、情報の入手、コミュニケーション、情報発

信等に活用。消費者意識基本調査によると、若者の8割がスマートフォン等を生活

の必需品と考える。

・ 若者のスマートフォン利用は1日３時間以上が73％。

・ それにより、テレビ・ラジオ・新聞等に掛ける時間が減少。

第１部第３章第１節 若者の消費行動

320_Ⅰ-3-1-20 15～25歳のスマートフォンの１日当たり利用時間.xlsx

図表Ⅰ-3-1-20 15～25歳のスマートフォンの 1日当たり利用時間

（備考）　 ❶．�消費者庁「消費生活に関する意識調査」（❷⓪❶❻年度）により作成。
　　　　 ❷．「あなたは、 ❶日当たりスマホをどのくらい使っていますか。」との問に対する回答。
　　　　 ❸．四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。
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７～９時間未満 ９～11時間未満 11～13時間未満 13時間以上

３時間以上　73.0％

321_Ⅰ-3-1-21 年齢層別テレビ・ラジオ・新聞・雑誌総平均時間の推移.xls

図表Ⅰ-3-1-21 年齢別テレビ・ラジオ・新聞・雑誌の 1日当たり総平均時間の推移

（備考）　�総務省「社会生活基本調査」により作成。
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若者はスマートフォンを様々な用途で利用、
ＳＮＳの影響で商品も購入

・ スマートフォンの主な用途は、幅広い年齢層でウェブサイトでの検索や通話、メー

ル。若者は、さらにＳＮＳ利用やインターネットでニュースを見ることが多い。

・ 若者は主にスマートフォンを使い、ＳＮＳは「毎日利用している」。 10歳代後半で

72.7％、20歳代前半で69.4％。女性でやや多い。

・ 10歳代後半、20歳代では、多くが友人や有名人の発信するＳＮＳ情報をきっかけに

商品の購入又はサービスを利用。

第１部第３章第１節 若者の消費行動

324_Ⅰ-3-1-24 性別・年齢層別SNS利用頻度.xlsx

図表Ⅰ-3-1-25 性別・年齢層別SNS利用頻度

（備考）　 ❶．　消費者庁「消費生活に関する意識調査」（❷⓪❶❻年度）により作成。
　　　　 ❷．　「あなたは、SNSをどのくらい利用していますか。」との問に対する回答。
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325_Ⅰ-3-1-25 SNSで見た情報がきっかけで商品の購入又はサービスの利用をした経験.xlsx

図表Ⅰ-3-1-26 SNSで見た情報がきっかけで商品の購入又はサービスの利用をした経験

（備考）　 ❶．　�消費者庁「消費生活に関する意識調査」（❷⓪❶❻年度）により作成。
　　　　 ❷．　�「あなたは、SNSで次のような情報を見たことがきっかけで商品の購入又はサービスの利用をしたことはありますか。」との問に

対する回答（複数回答）。

全
年
齢
平
均

70
歳
以
上

60
歳
代

50
歳
代

40
歳
代

30
歳
代

25―

29
歳

20―

24
歳

15―

19
歳

全
年
齢
平
均

70
歳
以
上

60
歳
代

50
歳
代

40
歳
代

30
歳
代

25―

29
歳

20―

24
歳

15―

19
歳

全
年
齢
平
均

70
歳
以
上

60
歳
代

50
歳
代

40
歳
代

30
歳
代

25―

29
歳

20―

24
歳

15―

19
歳

0

40
（％）

14.4

14.2
14.3

友達がアップや
シェアをした情報

35
30
25
20
15
10
5

0

40
（％）

8.9
8.4

9.4

芸能人や有名人が
アップやシェアをした情報

35
30
25
20
15
10
5

0

40
（％）

11.1
12.5
13.7

お店やメーカーの公式アカウントが
アップやシェアをした情報

35
30
25
20
15
10
5

男性男性 女性 全体

31



若者にはＳＮＳ発信のための行動やコト消費がみられる

・ 20歳代後半を中心に、若者は、外食などにつき、ＳＮＳに写真や動画を投稿

することを目的として、行動している。

・ 若者は、「外食」や「買物」、「友達と集まる」割合が他年代と比べ相対的に高

く、コト消費を行っている。「旅行」も60歳代以上と同水準で高い。

第１部第３章第１節 若者の消費行動

327_Ⅰ-3-1-27 写真や動画を撮影することを目的とした行動.xlsx

図表Ⅰ-3-1-28 写真や動画を撮影することを目的とした行動

（備考）　 ❶．�消費者庁「消費生活に関する意識調査」（❷⓪❶❻年度）により作成。
　　　　 ❷．�SNSに写真や動画のアップを「よくする」又は「することがある」と回答した人に対する「アップする写真や動画を撮影する

ことを目的に次のようなことをしたことはありますか。」との問に対する回答（複数回答）。
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若者の消費生活相談は減少傾向

・ 10歳代後半、20歳代前半、20歳代後半のいずれの年齢区分でみても、若者の相談

件数は人口要因を考慮しても長期的には減少傾向。

・ 20歳代前半では、成年に達し社会人となっていく時期に当たることから、2016年には

10歳代後半の2.4倍に当たる約3.9万件の相談。

・ 10歳代後半は男性の相談が5割以上であるが、20歳代前半、20歳代後半は女性が5

割以上。

・ 減少傾向の背景の一つとして、ＳＮＳがきっかけとなるトラブルは多くなっているものの、

インターネットを検索して参考になる情報を探す割合が10歳代後半、20歳代前半で6

割を超え、自ら情報を収集しトラブルを回避している可能性。

第１部第３章第２節 若者の消費者トラブル

図表Ⅰ-3-2-1 若者の相談件数

330○04124_Ⅰ-3-2-1 若者の相談件数.xlsx

（備考）　�PIO-NETに登録された消費生活相談情報（❷⓪❶❼年 ❸ 月❸❶日までの登録分）及び総務省「人口推計」により作成。
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デジタルコンテンツや新生活がきっかけのトラブルが多い

・ 若者の男女に共通して多いのは「アダルト情報サイト」や「出会い系サイト」等のデジ

タルコンテンツの相談。

・ 女性は健康食品やエステなど美容に関するものが多い。成人した20歳以上、特に男

性で、借金に関する相談も増加。

・ 大学への入学や社会人になるため、実家から離れ新生活を送るタイミングで、トラブ

ルに巻き込まれるケースが目立つ（賃貸住宅の契約、テレビ受信料支払、新聞購読、

インターネット接続回線等）。

第１部第３章第２節 若者の消費者トラブル

クリーム色：デジタルコンテンツ、緑色：新生活に多いもの、黄緑色：借金に関するもの、
青色：男性で目立つもの、ピンク色：女性で目立つもの（美容）

333○0411_Ⅰ-3-2-4 若者の上位商品相談件数.xlsx

図表Ⅰ-3-2-4 若者の商品・サービス別上位相談件数（2016年）

（備考）　 ❶．�PIO-NETに登録された消費生活相談情報（❷⓪❶❼年 ❸ 月❸❶日までの登録分）。
　　　　 ❷．品目は商品キーワード（小分類）。
　　　　 ❸．相談件数が同数のものは、キーワード順になっている。

男性
₁₅︲₁₉歳 ₂₀︲₂₄歳 ₂₅︲₂₉歳

件数 ₈,₃₆₉ 件数 ₁₈,₄₆₁ 件数 ₁₇,₉₆₀
₁ アダルト情報サイト ₂,₆₆₀ アダルト情報サイト ₂,₀₂₅ 賃貸アパート ₁,₆₅₀
₂ デジタルコンテンツ（全般） ₅₀₇ 賃貸アパート ₁,₀₈₀ アダルト情報サイト ₁,₄₂₀
₃ テレビ放送サービス（全般） ₃₃₇ フリーローン・サラ金 ₁,₀₇₄ フリーローン・サラ金 ₁,₀₆₈
₄ オンラインゲーム ₃₁₀ デジタルコンテンツ（全般） ₈₅₁ デジタルコンテンツ（全般） ₉₁₁
₅ 他のデジタルコンテンツ ₂₆₇ 商品一般 ₆₄₉ 光ファイバー ₆₁₃
₆ 出会い系サイト ₂₂₇ 光ファイバー ₆₁₈ 普通・小型自動車 ₅₇₀
₇ 商品一般 ₁₉₁ 普通・小型自動車 ₆₀₈ 商品一般 ₅₅₄
₈ 賃貸アパート ₁₅₀ 出会い系サイト ₅₅₀ 他のデジタルコンテンツ ₄₅₃
₉ 普通・小型自動車 ₁₄₁ 他の内職・副業 ₅₃₆ 出会い系サイト ₃₈₄
₁₀ 光ファイバー ₁₄₁ 他のデジタルコンテンツ ₄₉₄ モバイルデータ通信 ₃₇₉
₁₁ 携帯電話サービス ₁₁₆ 携帯電話サービス ₃₉₀ 携帯電話サービス ₃₇₁
₁₂ 相談その他（全般） ₁₀₆ モバイルデータ通信 ₃₅₇ 結婚式 ₂₈₀
₁₃ 新聞 ₁₀₄ 役務その他サービス ₂₈₉ オンラインゲーム ₂₆₇
₁₄ オートバイ ₉₂ 興信所 ₂₈₃ 役務その他サービス ₂₅₆
₁₅ ビジネス教室 ₈₈ テレビ放送サービス（全般） ₂₇₈ インターネット接続回線（全般） ₂₄₈

女性
₁₅︲₁₉歳 ₂₀︲₂₄歳 ₂₅︲₂₉歳

件数 ₇,₆₄₀ 件数 ₂₀,₆₅₆ 件数 ₂₀,₁₃₁
₁ アダルト情報サイト ₁,₅₅₉ アダルト情報サイト ₂,₀₀₀ 賃貸アパート ₁,₇₄₀
₂ 他の健康食品 ₇₁₉ 賃貸アパート ₁,₁₈₈ アダルト情報サイト ₁,₃₆₀
₃ デジタルコンテンツ（全般） ₄₉₆ デジタルコンテンツ（全般） ₁,₀₂₈ デジタルコンテンツ（全般） ₁,₁₀₀
₄ 他のデジタルコンテンツ ₂₆₈ 脱毛エステ ₉₁₃ 他のデジタルコンテンツ ₅₈₉
₅ テレビ放送サービス（全般） ₂₅₁ 出会い系サイト ₆₁₇ 商品一般 ₅₇₈
₆ 健康食品（全般） ₂₃₃ 他のデジタルコンテンツ ₅₃₁ 出会い系サイト ₅₇₀
₇ 酵素食品 ₁₇₄ 商品一般 ₅₂₇ フリーローン・サラ金 ₅₀₉
₈ 野菜飲料 ₁₆₂ 他の健康食品 ₅₂₄ 光ファイバー ₄₆₁
₉ 賃貸アパート ₁₅₅ モバイルデータ通信 ₅₀₄ モバイルデータ通信 ₄₅₇
₁₀ 商品一般 ₁₃₉ 痩身エステ ₄₇₅ 携帯電話サービス ₄₃₂
₁₁ コンサート ₁₃₄ 他の内職・副業 ₄₁₇ 脱毛エステ ₄₁₁
₁₂ 脱毛エステ ₁₀₉ 美顔エステ ₄₀₇ 他の健康食品 ₄₀₇
₁₃ 携帯電話サービス ₁₀₇ 興信所 ₄₀₅ 結婚式 ₃₆₇
₁₄ 出会い系サイト ₁₀₅ 光ファイバー ₄₀₁ 医療サービス ₃₁₁
₁₅ 相談その他（全般） ₁₀₄ フリーローン・サラ金 ₃₈₉ 興信所 ₂₉₄

デジタルコンテンツや新生活がきっかけのトラブルが多い

・ 若者の男女に共通して多いのは「アダルト情報サイト」や「出会い系サイト」等のデジ

タルコンテンツの相談。

・ 女性は健康食品やエステなど美容に関するものが多い。成人した20歳以上、特に男

性で、借金に関する相談も増加。

・ 大学への入学や社会人になるため、実家から離れ新生活を送るタイミングで、トラブ

ルに巻き込まれるケースが目立つ（賃貸住宅の契約、テレビ受信料支払、新聞購読、

インターネット接続回線等）。

第１部第３章第２節 若者の消費者トラブル

クリーム色：デジタルコンテンツ、緑色：新生活に多いもの、黄緑色：借金に関するもの、
青色：男性で目立つもの、ピンク色：女性で目立つもの（美容）
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ＳＮＳをきっかけとしたトラブルの相談が増加
若者ではマルチ取引の相談が目立つ

・ ＳＮＳをきっかけとするトラブルは増加傾向。内容は様々で20歳代後半は女性が多い。

・ 「マルチ取引」（まがい取引も含む）の相談は一時期より減少しているが、若者は増加傾向。

・ トラブルのきっかけとして、成人直後に友人や同僚等から勧誘されることが多い。近年は、

実際には会ったことがないＳＮＳ上の知り合いからの勧誘も。

・ 2016年に目立った相談事例は、「海外のインターネット上のカジノのアフィリエイトで稼げる、

新たな会員を紹介すると紹介料も受け取れる」等。

第１部第３章第２節 若者の消費者トラブル

335○0411_Ⅰ-3-2-6 若者のＳＮＳに関する相談.xlsx

図表Ⅰ-3-2-6 若者のSNSに関する相談

（備考）　 ❶．�PIO-NETに登録された消費生活相談情報（❷⓪❶❼年 ❸ 月❸❶日までの登録分）。
　　　　 ❷．�「その他」には、「団体等」、「不明」が含まれる。
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336○0411_Ⅰ-3-2-7 マルチ取引に関する相談件数.xlsx

図表Ⅰ-3-2-7 マルチ取引に関する相談

（備考）　 ❶．�PIO-NETに登録された消費生活相談情報（❷⓪❶❼年 ❸ 月❸❶日までの登録分）。
　　　　 ❷．�「マルチ取引」の相談には、特定商取引法に定める連鎖販売取引だけではなく、マルチまがい取引のケースも含まれる。
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美容に関するトラブルは若者の割合が高い

・ 若い女性では「エステティックサービス」や「美容医療」等の美容に関連する内容につ

いての相談が多い。「同級生に誘われてエステに行き契約したが、家族に反対された

ので中途解約したい」など、主に解約トラブルがみられる。

・ ダイエットサプリメント等の「健康食品」や「化粧品」も目立ち、2016年は「定期購入」の

トラブルも多い。

・ その他、「タレント・モデル契約」に関する相談もあり、「プロフィール写真のために必

要と高額な撮影料を請求される」などの事例がみられる。

第１部第３章第２節 若者の消費者トラブル

図表Ⅰ-3-2-8 エステティックサービスに関する相談（2016年・女性）

337○0424_Ⅰ-3-2-8 エステティックサービスに関する相談件数.xlsx

（備考）　�PIO-NETに登録された消費生活相談情報（❷⓪❶❼年 ❸ 月❸❶日までの登録分）。
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338○0411_Ⅰ-3-2-9 「美容医療」に関する相談件数（2016年）.xlsx

図表Ⅰ-3-2-9 「美容医療」に関する相談（2016年）

（備考）　�PIO-NETに登録された消費生活相談情報（❷⓪❶❼年 ❸ 月❸❶日までの登録分）。
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「お笑い」や「インターネット」の活用、若者自身の活動等

・ 地方公共団体など様々な主体が、若者の消費者トラブル等に関し、若者を対

象とした消費者教育の取組を実施している。

以下のような工夫を凝らした取組を紹介。

－「お笑い」や「インターネット」を活用した取組、

－高校卒業時期や新社会人など、環境の変化時期を捉えた取組、

－高校生や大学生などの若者自身が活動を始めている取組、

－消費者行政と学校現場をつなぐ消費者教育の専門家の設置地域事例 等

・ 若者からの消費生活相談を受ける窓口について、地方公共団体等の間での

連携もみられる。

第１部第３章第３節 若者の自立支援に向けた取組

344_Ⅰ-3-3-3 公開収録動画のインターネット公開（「お笑いで悪いヤツらをぶっとばせ！」特設サイト）.pdf

図表Ⅰ-3-3-3 「お笑いで悪いヤツらを
ぶっとばせ！」特設サイト

※ 各芸人の画像をクリックすると、YouTubeの
動画が見られます。

東京都：�「お笑い」や「インターネット」を活用した取組（ウェブサイト）

【第１部第3章3節】消費者白書（様々な取組）_20170403.docx

図表Ⅰ-3-3-15 くらしのヤングクリエー
ター活動紹介ウェブサイト

兵庫県：�若者自身が団体を立ち上げ活動（ウェブサイト）
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真に豊かな暮らしの実現に向けて、若者の参画が不可欠

・ 現代の若者は、長期にわたる低成長、雇用の不安定化する中で育った。

このため、将来不安が強く、調査の結果、消費行動が堅実、慎重となって

いる傾向がみられた。

・ 幼いころから、若者は、インターネット等を利用する環境で育ち、ＩＴ技術を

利用したコミュニケーションにたけている。ＳＮＳ等の情報が若者の消費行

動に影響。

【時間配分】 携帯電話・スマートフォン等は生活に不可欠。１日に３時間以上利用する者多数。

【情報収集】 インターネットからの情報収集を多用。ＳＮＳや購入レビュー等から消費行動も。

【情報発信】 身の回りの出来事を自らＳＮＳ等に情報発信。情報発信のために行動することも。

・ 若者を対象とした、消費者としての自立支援（消費者教育等）の取組の効

果を高めるためには、

①若者のニーズ・興味に合うこと

②若者自身の主体的な関与・参画（アクティブ・ラーニング）

が有効と考えられる。

特に、若者の参画が重要。

 若者からの発信は、同世代や少し年齢の低い世代に伝わりやすい。

 若者自身の学びも深くなり、担い手としての成長が期待できる。

 映像・画像等で伝えることは、年齢の高い層より得意。

・ 真に豊かな暮らしの実現に向けては、時代の変化を先取りしている若者の

行動を把握するとともに、ＩｏＴ、人工知能（ＡＩ）等の革新技術に対応した商

品・サービスを活用し、普及させる消費者として、若者自身が積極的に参

画することが不可欠。

第１部第３章第４節 真に豊かな暮らしの実現と若者
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第２部 消費者政策の実施の状況
第１章 消費者庁における主な消費者政策
第１節 消費者の安全・安心暮らし戦略

消費者一人一人の「安全で安心な暮らし」の確保に向けて

・ 消費者庁では、「消費者基本計画工程表」を踏まえ、「消費者の安全・安

心暮らし戦略2016」を定めた。

・ 消費者行政の新たな未来の創造に取り組むとともに、地方と連携した体制

整備、制度の実効性の確保・向上、多様な消費への対応等に取り組む。

403_Ⅱ-1-1-3 消費者の安全・安心暮らし戦略2016.pptx

図表Ⅱ-1-1-3 消費者の安全・安心暮らし戦略2016

Ⅰ．消費者行政の新たな未来の創造

Ⅱ．地方と連携した体制整備 Ⅲ．制度の実効性の確保・向上 Ⅳ．多様な消費への対応等

個人消費の喚起（消費者マインドの喚起）
消費者被害の防止・救済の取組を進め、
消費者の安全・安心の確保を図る。
（経済財政運営と改革の基本方針2016）

１．新たな調査・研究機能の整備 ２．全国展開を見据えた地方モデル
プロジェクトの始動

３．消費者庁・国民生活センターの
イノベーション

①相談者の世代別ライフスタイル分析
②障がい者等消費者の特性を踏まえた
被害実態等の分析

③インターネット通販被害の背景分析
④行動経済学等を活用した消費行動等
の分析・研究

①食品ロス削減の普及啓発
②子供の事故防止に向けた地域の関係
者等との協働

③地方でのエシカルラボ開催等を通じ
た倫理的消費の普及

④栄養成分表示等の活用に向けた消費
者教育

⑤若年者への消費者教育推進
⑥健康食品等のリスコミ推進体制構築
⑦中小企業を含めた消費者志向経営の
推進

①徳島県での消費者行政新未来創造オ
フィス（仮称）の整備
②ＩＣＴ等の活用を通じた働き方改革
③研修の充実等を通じた職員の育成・
能力強化

　・地方公共団体での研修の強化
　・生命・身体分野に係る海外の事故調

査機関における研修への職員派遣
④服務規律対応の強化
⑤情報セキュリティ対策の向上

①どこに住んでいても質の高い相談・
救済を受けられる地域体制の整備・
充実

②高齢者等の見守りネットワークの構
築・推進

③消費者ホットライン（188）の周
知・活用促進

④消費生活相談員への研修の充実

①改正特定商取引法・改正消費者契約
法の施行・周知

②特定適格消費者団体による被害回復
の促進

③公益通報者保護制度の実効性の向上
④健康食品のインターネット広告等の
信頼性確保に向けた監視強化

①越境取引増加に伴うトラブルへの対
応
②訪日・在日外国人の消費の安全の確
保
③食品表示の充実による多様な選択機
会の確保
④機能性表示食品制度等の適切な運用
体制強化
⑤物価モニター調査の充実

消費者基本計画工程表（2016年７月19日改定）を踏まえ、消費
者行政の新たな未来の創造に取り組むとともに、地方と連携
した体制整備、制度の実効性の確保・向上、多様な消費への
対応等に取り組む。
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第２部第１章第３節 表示の充実と信頼の確保

衣類等の「洗濯表示」の変更

・ 家庭用品品質表示法に基づく繊維製品品質表示規定が改正され、2016年

12月１日から、衣類等の「洗濯表示」が変更された。

・ 洗濯記号の種類が22種類から41種類に増え、繊維製品の取扱いに関する

よりきめ細かい情報が提供されることで洗濯トラブル減少が期待される。

・ 国内外で「洗濯表示」が統一されたことにより、海外で購入した衣類等の取

扱いが円滑になると考えられる。

203○0411_Ⅰ-2-2-3 お金の掛け方.xlsx

新しい「洗濯表示」のポイント

　●　付加記号と数字　文字ではなく、記号と数字で強さや温度、禁止を表します。

「基本記号」と、「付加記号」や「数字」の組合せで構成されます。
　●　５つの基本記号　＊下記の順に表示されます。
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第２部第１章第３節 表示の充実と信頼の確保

食品表示の適正化の推進

・ 2015年４月から、食品表示法に基づく新たな食品表示制度がスタート。

・ 個別課題については、2016年度は

①インターネット販売における食品表示

②加工食品の原料原産地表示

③機能性表示食品における栄養成分（ビタミン・ミネラル）や機能性関与成

分が明確でない食品等の取扱い

等を検討。報告書等を踏まえ、今後、制度改正等対応を進める。

・ 2016年９月、特定保健用食品中の関与成分が許可時の規定量含まれてい

ない許可取消し事案が発生。買上調査を実施し、再発防止策を順次実行。

413_Ⅱ-1-3-3 (【原原】報告書概要（横版）.pptx).pptx

図表Ⅱ-1-3-3 加工食品の原料原産地表示の拡大（2016年11月）

表示方法：

例：（A国、B国)
　　（A国、B国、その他)

現行同様、国別重量順に表示

例：（A国又はB国)
　　（A国又は国産)
　　（A国又はB国又はその他)
　　と表示しても可

例：（Ａ国製造）（国内製造）

対象原材料が中間加工原材料である場合

可能性表示

中間加工原材料の製造地表示

例：（輸入又は国産）
　　と表示しても可

大括り表示

その他：
○義務表示は、食品の容器包装に表示する。
○可能性表示や大括り表示等をした場合は、
インターネットなどにより、自主的に補足
的な情報開示に努める。

○実施までに一定の経過措置期間をおく。
○制度内容や用語の意味等について、消費者
啓発を推進する。

表示対象原材料：
製品に占める重量割合上位１位の原
材料

表示対象加工食品：
国内で製造した全ての加工食品
（ただし、現行同様、外食、いわゆるインス
トア加工等を除く。）

実行可能性を踏まえ、認められる条件、誤認防止への対応を定めた上で、以
下の規定を導入

国別重量順表示を行った場合に、産地切替えなどのたび
に容器包装の変更を生じると見込まれる場合

例：（輸入）
　　（輸入、国産）
　　と表示しても可

国別重量順表示を
行った場合に、３
以上の外国の産地
表示に関して、産
地切替えなどのた
びに容器包装の変
更が生じると見込
まれる場合

過去実績又は計画に基づく
表示である旨を付記

大括り表示＋
可能性表示

「大括り表示」を用
いても産地切替えな
どのたびに容器包装
の変更が生じると見
込まれる場合

過去実績又は計画に基づく表示である
旨を付記

※生鮮原材料まで遡って表示できる事業者は、表示しても可
※製造地表示においても、国別重量順表示を原則としつつ、可能性表示など上記の考
え方を準用
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・ 社会や環境に対する負担や影響といった社会的費用や世代内・世代間の

公正の確保、持続可能性を意識しつつ、社会や環境に配慮した工程・流通

で製造された商品・サービスを積極的に選択し、消費後の廃棄についても

配慮する消費活動、「倫理的消費（エシカル消費）」への関心を高めることが

重要。

・ 消費者の自覚や自発的な行動によって取り組むことが重要であることから、

官民共同による倫理的消費（エシカル消費）の意義や必要性の普及促進を

継続していく。

第２部第１章第５節 消費者が主役となって選択・行動できる社会の形成

「倫理的消費」の推進

図表ＩＤ420.pdf

図表Ⅱ-1-5-5 あなたの消費が世界の未来を変える

2017年４月「倫理的消費」調査研究会　取りまとめ
（座長：東京大学名誉教授　山本良一）

倫理的消費（エシカル消費）
とは

消費者それぞれが各自にとっ
ての社会的課題の解決を考慮
したり、そうした課題に取り
組む事業者を応援しながら消
費活動を行うこと

「地域の活性化や雇用なども
含む、人や社会、環境に配慮
した消費行動」

（消費者基本計画）

配慮の対象とその具体例

人

社会

環境

地域

障がい者支援につな
がる商品

フェアトレード商品
寄付付きの商品

エコ商品
リサイクル製品
資源保護等に関する
認証がある商品

地産地消
被災地産品

動物福祉
エシカルファッション

消費者の視点

倫理的消費（エシカル消費）に取り組む必要性と意義

推進方策の方向性

持続可能な社会の形成

・持続可能性の観点から喫緊の社会的課題を多く含有
・課題の解決には、消費者一人一人の行動が不可欠かつ有効
・「安さ」や「便利さ」に隠れた社会的費用の意識が必要

「倫理的消費（エシカル消
費）」という言葉の認知度
は低いが、基本的な概念は
理解

①消費という日常活動を通じ社
会的課題の解決に貢献
②商品・サービス選択に第四の
尺度の提供（安全・安心、品
質、価格＋倫理的消費）
③消費者市民社会の形成に寄与
（消費者教育の実践）

事業者の視点
「企業市民」、「企業の社会
的責任」の重要性を認識

①供給工程（サプライチェー
ン）の透明性向上

②差別化による新たな競争力の
創出

③利害関係者からの信頼感、イ
メージの向上（資本市場での
事業者の評価向上）

行政の視点
人権や環境に配慮したまち
づくり、地産地消、消費者
教育などの取組

①消費者と事業者の協働による
Win―Winの関係の構築が国
民的財産

②持続可能な社会の実現、地域
の活性化などの社会的課題の
解決

事業者・行政に加え
消費者の認識と行動
も不可欠

倫理的消費はあなた
の消費が世界の未来
を変える可能性を秘
めている

広く国民間での理解
とその先の行動を期
待

様々な主体、分野の協
働によるムーブメント
づくり
・民間団体との連携によ
るキャンペーン・表彰
の実施

・地域におけるプラット
フォーム（推進組織）
の試行（徳島県）

・ポータルサイト等を通
じた情報提供（認証ラ
ベル等の情報の集約・
提供）

国民全体による幅広い
議論の喚起

・第四の尺度としての意
義等の共有
・議論の場の提供（エシ
カル・ラボ、SNS）

学校教育などを通じた
消費者の意識の向上

・教材作成、教員向け研
修
・ESD（持続可能な開
発のための教育）との
連携
・消費者教育基本方針等
への反映
・全国展開を見据えたモ
デルプロジェクトの実
施・展開

事業者による消費者との
コミュニケーションの促
進、推進体制の整備
・消費者への情報提供
・消費者の声の商品・
サービスへの反映

・事業者間の連携強化

持続可能な開発目標
（SDGs）

目標12：
つくる責任
つかう責任

（持続可能な生産消費形
態を確保する）
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第２部第１章第５節 消費者が主役となって選択・行動できる社会の形成

消費者志向経営の推進

・ 消費者志向経営の広範な普及を図るため、2016年10月、事業者団体、消

費者団体、消費者庁等の行政機関で構成される「消費者志向経営推進組

織（プラットフォーム）」が発足。「消費者志向自主宣言・フォローアップ活動」

等の推進活動を全国的に展開。

・ 消費者志向自主宣言をした事業者名の一覧や各事業者の自主宣言を推進

組織のウェブページ（消費者庁ウェブサイト内）に掲載。

・ 今後「消費者志向自主宣言・フォローアップ活動」参加企業を対象とした、

優良事例の公表や表彰の実施を検討していく予定。

421_Ⅱ-1-5-4 消費者志向経営とは.pptx

図表Ⅱ-1-5-6 消費者志向経営とは

事業者が、

※消費者と直接取引をする事業者に限らない。 消費者とのコミュニケーションの深化

消費者全体の視点

健全な市場の担い手

社会的責任の自覚

・消費者全体の視点に立ち、消費者の権利の確保及び利益の向上を図ることを
経営の中心と位置付ける。

・健全な市場の担い手として、消費者の安全や取引の公正性の確保、消費者に
必要な情報の提供等を通じ、消費者の信頼を獲得する。

・持続可能で望ましい社会の構築に向けて、自らの社会的責任を自覚して事業
活動を行う。

424_Ⅱ-1-5-7 消費者志向自主宣言・フォローアップ活動について.pptx

図表Ⅱ-1-5-9 消費者志向自主宣言・フォローアップ活動について

事業者 推進組織（プラットフォーム）

可視化（見える化）

結果

行動

宣言
・各事業者が取り組むことを自主的に宣言・公表（理
念・方針及び、可能であれば具体的な実績・計画等）

・宣言・公表した内容に基づき、取組を実施

・実施した取組の具体的内容・結果を公表

・公表された内容を消費者、社会へ広く
発信（推進組織のホームページ等）
・シンポジウム・セミナー等を通じた周
知活動
・優良事例の公表、表彰など
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第２部第１章第５節 消費者が主役となって選択・行動できる社会の形成

公益通報者保護制度の実効性の向上

・ 2006年４月の公益通報者保護法の施行後、一定の成果は上がってきたが、

近年においても、企業の内部通報制度が機能しない不祥事や行政機関に

おける不適切な対応事例等が発生しており、公益通報者保護制度の実効

性の向上が重要な課題。

・ 2015年６月から「公益通報者保護制度の実効性の向上に関する検討会」を

開催、2016年３月に第１次報告書、同年12月に最終報告書を取りまとめ。

・ 第１次報告書を踏まえ、2016年12月に民間事業者向けガイドラインを大幅

に見直し・拡充。

・ 2017年３月、国の行政機関向けガイドラインを改正、公表。

・ 今後、実効性の高い内部通報制度を整備・運用する民間事業者を評価・認

証する制度の導入等の取組を進める。

430_Ⅱ-1-5-13 改正民間事業者向けガイドラインにおける４つの視点.pptx

図表Ⅱ-1-5-15 改正民間事業者向けガイドラインにおける 4つの視点

①通報者の視点 ②経営者の視点

③中小事業者の視点 ④国民・消費者の視点

〈安心して相談・通報ができる環境の整備〉
　○通報に係る秘密保持の徹底
　○通報者に対する不利益な取扱いの禁止の

徹底
　○法令違反等に関与していた者が自主的に

通報した場合における責任の減免

〈経営幹部の主導による実効性の高い通報制
度の整備・運用〉
　○経営幹部が果たすべき役割の明確化
　○経営幹部から独立性を有する通報ルート

の整備
　○内部通報制度の継続的な評価・改善

〈中小事業者の取組の促進〉
　○規模や業種等の実情に応じた適切な取組

の促進
　○関係事業者全体における実効性の向上

〈制度の適切な運用を通じた社会的責任の実
践の促進〉
　○社内調査・是正措置の実効性の向上
　○社内への制度趣旨等の周知徹底
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第２部第１章第６節 消費者の被害救済、利益保護の枠組みの整備

消費者裁判手続特例法の施行

・ 多数の消費者に共通して発生した消費者被害を集団的に回復するために、

消費者裁判手続特例法が施行（2016年10月１日）。

・ 特定適格消費者団体（注）が原告となり、二段階型の訴訟制度を追行する。

・ 消費者団体訴訟制度のより実効的な運用を実現するため、法改正等を含

む所要の取組を実施。

（注） 適格消費者団体（2017年４月末時点、15団体）のうち、消費者被害回復裁判手続を適正に遂行で
きる消費者団体を内閣総理大臣が認定。

図表Ⅱ-1-6-1 二段階型の訴訟制度

438_Ⅱ-1-6-1 二段階型の訴訟制度.pptx

一段階目の手続
（共通義務確認訴訟）

事業者の共通義務を確認

二段階目の手続
（対象債権の確定手続）

誰に、いくら支払うかを確定

団体…特定適格消費者団体

団

　体

団

　体

団

　体
勝
訴
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決
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持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の推進

・ 持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）とは、「誰一人取り残されない」社会の実現に

向けて、途上国のみならず、先進国でも実施に取り組むものとして、2015年

９月に国連で採択された、2030年までの国際開発目標。

・ 内外の取組を省庁横断的に総括し、優先課題を特定した上で、「ＳＤＧｓ実

施指針」を策定するとともに、内閣総理大臣を本部長とする推進本部を設置。

・ 消費者庁は、

◆倫理的消費等に関する調査研究

◆倫理的消費の普及啓発の推進（「エシカル・ラボ」の地方での開催等）

◆食品ロス削減国民運動「ＮＯ－ＦＯＯＤＬＯＳＳ ＰＲＯＪＥＣＴ」の展開

◆「子どもを事故から守る！プロジェクト」の展開 等

に取り組む。

第２部第１章第６節 消費者の被害救済、利益保護の枠組みの整備

902_Ⅱ-1-6-6 ＳＤＧｓのゴール（目標）.pptx

図表Ⅱ-1-6-6 SDGsのゴール（目標）（出典：国連広報センター）
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地方消費者行政強化への取組

第２部第１章第７節 国や地方の消費者行政の体制整備

・ どこに住んでいても、質の高い相談・救済が受けられ、消費者の安全・安心が確保され

るよう、地方消費者行政の一層の強化を図る必要。

・ 「地方消費者行政強化作戦」により５つの政策目標を設定。2015年３月の改定では、改

正消費者安全法（2016年４月１日施行）の規定に基づく消費者安全確保地域協議会の

構築に関する目標等を定めた。

458_Ⅱ-1-7-8 「地方消費者行政強化作戦」の進捗状況.pptx

図表Ⅱ-1-7-8 「地方消費者行政強化作戦」の進捗状況

〈政策目標 ₁ 〉相談体制の空白地域解消

　 ₁ － ₁ 　　相談窓口未設置の自治体を解消

【₂₀₁₅年 ₃ 月末 → ₂₀₁₆年 ₄ 月 ₁ 日】

〈未設置地方公共団体〉

　 ₀ 市町村　→　 ₀ 市町村

〈政策目標 ₂ 〉相談体制の質の向上

　 ₂ － ₁ 　　消費生活センター設立促進
　　　　　①人口 ₅ 万人以上の全市町
　　　　　②人口 ₅ 万人未満の市町村₅₀％以上
【消費生活相談員】
　 ₂ － ₂ 　　管内自治体の₅₀％以上に配置
　 ₂ － ₃ 　　資格保有率を₇₅％以上に引き上げ
　 ₂ － ₄ 　　研修参加率を₁₀₀％に引き上げ（各年度）

【₂₀₁₅年 ₄ 月 ₁ 日 → ₂₀₁₆年 ₄ 月 ₁ 日】

〈達成都道府県（設置・配置市町村数、資格保有者数等）〉

　₂₀府県　 → ₂₄府県 （₄₆₉市区町 → ₄₈₅市区町）
　₁₂道府県 → ₁₅道府県 （₄₁₃市町村 → ₄₆₇市町村）

　₃₈都道府県 → ₃₉都道府県
 （₁,₂₈₈市区町村 → ₁,₃₂₇市区町村）
　₂₄都府県　 → ₂₂都府県 （₂,₆₅₉人 → ₂,₇₀₁人）
　 ₅ 県　　　 →  ₉ 県 （平均参加率：₈₉.₉％ → ₉₁.₈％）

〈政策目標 ₃ 〉適格消費者団体の空白地域解消

　 ₃ － ₁ 　　適格消費者団体が存在しない ₃ ブロック
　　　　　　 （東北、北陸、四国）に適格消費者団体の設

立促進

【₂₀₁₅年 ₄ 月 ₁ 日 → ₂₀₁₇年 ₄ 月 ₁ 日】

〈適格消費者団体数〉

　₁₂団体　→　₁₄団体
　「NPO法人消費者ネットおかやま」（₂₀₁₅年₁₂月 ₈ 日認定）
　「NPO法人佐賀消費者フォーラム」（₂₀₁₆年 ₂ 月₂₃日認定）

〈政策目標 ₄ 〉消費者教育の推進

　 ₄ － ₁ 　　 消費者教育推進計画の策定、消費者教育推進
　　　　　　地域協議会の設置（全都道府県・政令市）

【₂₀₁₅年₁₀月末 → ₂₀₁₆年₁₀月末】

〈推進計画の策定〉

　₃₀都道府県・ ₆ 政令市 → ₄₁都道府県・₁₂政令市

〈推進地域協議会の設置〉

　₃₉都道府県・₁₁政令市 → ₄₅都道府県・₁₄政令市

〈政策目標 ₅ 〉「見守りネットワーク」の構築

　 ₅ － ₁ 　　消費者安全確保地域協議会の設置
 （人口 ₅ 万人以上の全市町）

【₂₀₁₇年₁月時点】

〈設置自治体数〉　₂₁市町
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消費者ホットライン「１８８（いやや！）」の運用・周知

第２部第１章第７節 国や地方の消費者行政の体制整備

・ 全国共通の電話番号の「消費者ホットライン」が、地方公共団体が設置して

いる身近な消費生活相談窓口を案内。

・ より覚えやすくすぐ利用できるように、2015年７月から「消費者ホットライン」

の３桁化「１８８（いやや！）」を開始。入電件数が10桁運用時の２倍に。

・ 消費者ホットラインの「名前」・「番号」・「内容」の全てを知っていた人は

3.3％。70歳以上では6.0％。10歳代では2.0％。

・ 高齢者詐欺・トラブル予防キャンペーン等におけるチラシ配布等で周知活

動を行っている。今後は若年層への訴求も進める。

460○0424_Ⅱ-1-7-10 「消費者ホットライン」188のチラシ.pdf

図表Ⅱ-1-7-10 「消費者ホットライン」188のチラシ
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消費者行政新未来創造オフィスの開設

第２部第１章第７節 国や地方の消費者行政の体制整備

・ 「まち・ひと・しごと創生総戦略」（平成26年12月27日閣議決定）に基づく徳島県

からの移転提案を受け、2016年３月及び７月に試行的に業務を行う等により検

討。

・ 試行等を踏まえ、徳島県に「消費者行政新未来創造オフィス」を2017年度に開

設することが決定。

・ このオフィスでは、徳島県の協力を得た上で

①理論的・先進的な調査・研究

②全国展開を見据えたモデルプロジェクト 等を集中的に実施予定。

・ ３年後を目途に、業務環境やオフィスの実績を踏まえて、検証・見直しを予定。

461_Ⅱ-1-7-11 消費者行政新未来創造オフィス.pptx

図表Ⅱ-1-7-12 消費者行政新未来創造オフィス

消費者行政新未来創造オフィス（徳島）

消費者庁

１．理論的・先進的な調査・研究

実証成果

成果を共有し、有機的に連携

出張、滞在

試行の結果 実証に基づいた政策の分析・研究機能をベースと
した新たな未来に向けた消費者行政の発展・創造
の拠点

・相談者の世代別ライフスタイル分析
・インターネット使用上の問題に関する調査
・障がい者等消費者の特性を踏まえた被害実態等の分
析
・行動経済学等を活用した消費行動等の分析・研究
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等
２．全国展開を見据えたモデルプロジェクト
・見守りネットワーク（消費者安全確保地域協議会）
の構築
・若年者向け消費者教育教材の活用
・食品ロスの削減
・子供の事故防止
・栄養成分表示等の活用に向けた消費者教育
・倫理的消費の普及
・消費者志向経営の推進
・公益通報者保護制度の推進　等
３．消費者庁の働き方改革の拠点
・テレワーク、ペーパーレス等の促進

・分析・研究、実証実験等のプロジェクトを集中
的に実施

（独）国民生活センター
・主として関西、中国・四国地域の対象者を中心
とした研修

・先駆的な商品テストを試行的に県の協力のもと
実施

（例）・地震による転倒の防止策

・消費者教育、倫理的消費、
人材育成の面で、熱心な取
組みがみられた

・徳島県から、先駆的な施策
推進を図るための「実証
フィールド」確保の提案

・徳島県知事の強力なリー
ダーシップの下、消費者行
政部局のほか県庁各部局か
ら幅広い協力が得られた。

・落ち着いて業務ができる環
境

⇒調査研究や徳島の現場に密
着して行うタイプの業務
は、現地との連携により、
実効性のある施策の立案に
つながることを期待 ３年後を目途に検証・見直し

①今後の
・徳島県を中心とする交通・通信網
・消費者行政を支える人的資源とそ
のネットワーク

・政府内の各府省共通のテレビ会議
システム

などの整備状況のほか、

②同オフィスの設置が、
・消費者行政の進化
・地方創生
にどの程度貢献したかの実績を踏ま
えて行う。

（※）消費者委員会は、消費者行政の
進化等の観点から意見を述べ
る。

外部機関との
ネットワーク

・行政、事業者、学術・
教育機関等とのネット
ワークを整備

（徳島県周辺（関西、中国・
四国地域）も含む）

消費者庁（東京）
・分野に応じて、消費者庁各課と
の連携、共同研究の実施

・調査・研究の成果に基づく、施
策の企画・立案

　　→　成果を全国に普及

（独）国民生活センター
・相模原：研修、商品テスト
・東京：相談、広報、ADR等

学術的・人的連携
実証実験の実施
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第２部第２章 消費者政策の実施の状況の詳細

第１節 消費者の安全の確保
１． 事故の未然防止のための取組
２． 消費者事故等の情報収集及び発生・拡大防止
３． 的確かつ迅速な事故の原因究明調査と再発防止
４． 食品の安全性の確保

第２節 表示の充実と信頼の確保
１． 不当な表示を一般的に制限・禁止する景品表示法の普及啓発、

厳正な運用
２． 商品・サービスに応じた表示の普及・改善
３． 食品表示による適正な情報提供及び関係法令の厳正な運用

第３節 適正な取引の実現
１． 商品・サービス横断的な法令の厳正な執行、見直し
２． 商品・サービスに応じた取引の適正化
３． 情報通信技術の進展に対応した取引の適正化
４． 詐欺等の犯罪の未然防止、取締り
５． 規格・計量の適正化

第４節 消費者が主役となって選択・行動できる社会の形成
１． 消費者政策の透明性の確保と消費者の意見の反映
２． 消費者教育の推進
３． 消費者団体、事業者・事業者団体等による自主的な取組の支援・促進
４． 公正自由な競争の促進と公共料金の適正性の確保
５． 環境の保全に配慮した消費行動と事業活動の推進

第５節 消費者の被害救済、利益保護の枠組みの整備
１． 被害救済、苦情処理及び紛争解決の促進
２． 高度情報通信社会の進展に対応した消費者利益の擁護・増進
３． 消費生活のグローバル化の進展に対応した消費者利益の擁護・増進

第６節 国や地方の消費者行政の体制整備
１． 国の組織体制の充実・強化
２． 地方における体制整備

第２部第２章では、2016年度に実施した関係府省も含めた施策の実績に

ついて記述しています。
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